
液化石油ガスの販売・保安等に係るケース別提出書類の整理

番号 項　　目

01 販売所を新設（追加）する場合

02 販売所を廃止する場合

03 販売所の名称を変更する場合

04 販売所の所在地を変更（移転）する場合

05 貯蔵施設の位置を変更した場合

06 貯蔵施設の構造を変更した場合

07 緊急時対応・連絡を含む保安業務の委託先を変更（委託先の追加・解除等）した場合

08 緊急時対応・連絡以外の保安業務の委託先を変更（委託先の追加・解除等）した場合

09 損害賠償保険の契約を変更した場合

10 法人の名称を変更する場合

11 法人の住所を変更する場合

12 法人の代表者を変更した場合

13 法人（保安機関認定済）が事業の全部を譲り受けて販売事業者・保安機関等の地位を承継した場合

14 法人（保安機関未認定）が事業の全部を譲り受けて販売事業者・保安機関等の地位を承継した場合

15 個人が相続により承継した場合

16 個人が事業の全部を譲り受けて販売事業者・保安機関等の地位を承継した場合

17 個人事業者が法人に事業譲渡する方法で法人化する場合

18 販売事業者登録簿謄本の交付を請求する場合

19 認定を受けた一般消費者等の数を超えて保安業務を行おうとする場合

20 廃業（すべての販売所を廃止）する場合

・ 本資料は届出・申請等に係る書類をケース別に整理し、リスト化したものです。
・ 提出書類の右側に提出部数が記載されています。提出部数には、提出者の「控」の分も含まれています。
・ 各ケースに応じて標準的な提出書類をリストアップしておりますが、届出・申請等の内容によっては、他の書類
が必要になる場合があります。
・ 提出書類のうち設備工事事業に係るものであって権限委譲済み市町村に該当する場合は、当該市町村に提
出する必要があります。
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********** 事前に提出する書類 **********

【保安機関関係】

　○保安業務規定変更認可申請書　様式第18 ２部
　　　・保安業務規定（本文に変更のある場合は変更前・変更後）
　　　・保安業務計画書
　　　・保安業務規定新旧対照表（本文に変更のある場合）

　○一般消費者等の数の増加認可申請書　様式第15 ２部
　　　・保安業務計画書
　　　・保安業務従事者及び保安業務用機器の必要数量の算定表
　　　・保安業務従事者の一覧表（免状番号､緊急時対応者等記載）及び免状[写]（講習受講履歴含）
　　　・保安業務用機器の写真（機器の種類毎に数量が判る写真）
　　　・緊急時対応範囲図（半径20kmの円及び30分以内で到達する範囲を図示）
　　　・業務区分毎・事業所毎の一般消費者等の数の内訳表（変更前・変更後）

【高圧ガス販売事業関係】

　○高圧ガス販売事業届書　液石則様式第21 ４部
　　　・販売する高圧ガスの種類
　　　・販売の目的
　　　・法20条の6第1項（液石則第41条）に規定された技術上の基準に関する対応
　　　・販売先の保安確保に係る台帳の様式
　　　・容器授受記録簿の様式

　○高圧ガス販売主任者届書　液石則様式第34 ２部
　　　・販売主任者の免状［写］

********** 事後に提出する書類 **********

【販売事業関係】

　○販売所等変更届書　様式第5 ４部
　　　・貯蔵施設明細書
　　　・貯蔵施設周辺状況図（保安物件との実測距離を記載）
　　　・貯蔵施設構造図
　　　・貯蔵施設の写真
　　　・販売所の名称・所在地・位置図
　　　・損害賠償保険加入証［写］
　　　・保安業務委託先一覧表（保安業務区分毎に委託先保安機関事業所を記載）
　　　・販売所一覧表

　○業務主任者等選任（解任）届書　様式第10 ２部
　　　・業務主任者又は業務主任者の代理者の免状［写］

【保安機関関係】

　○保安機関変更届書　様式第20 ２部
　　　・保安業務計画書
　　　・業務区分毎・事業所毎の一般消費者等の数の内訳表（変更前・変更後）

【設備工事事業関係】

　○特定液化石油ガス設備工事事業開始届書　様式第56 ２部
　　　・液化石油ガス設備士名簿
　　　・自記圧力計の数量及び型式等
　　　・液化石油ガス設備士免状［写］（講習受講履歴含）

 注）一般消費者等の数の増加認可申請手数料20,000＋(6,900×区分数) 円の証紙納付が必要となります

販売所を新設（追加）する場合
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********** 事前に提出する書類 **********

【保安機関関係】

　○保安業務規定変更認可申請書　様式第18 ２部
　　　・保安業務規定（本文に変更のある場合は変更前・変更後）
　　　・保安業務計画書（変更前・変更後 ※廃止の場合は変更後の一般消費者等の数をすべて０とする）
　　　・保安業務規定新旧対照表（本文に変更のある場合）

********** 事後に提出する書類 **********

【販売事業関係】

　○販売所等変更届書　様式第5 ３部

　○業務主任者等選任（解任）届書　様式第10 ２部

【保安機関関係】

　○一般消費者等の数の減少届書　様式第16 ２部
　　　・保安業務計画書（変更前・変更後 ※廃止の場合は変更後の一般消費者等の数をすべて０とする）
　　　・業務区分毎・事業所毎の一般消費者等の数の内訳表（変更前・変更後）

　○保安機関変更届書　様式第20 ２部

【設備工事事業関係】

　○特定液化石油ガス設備工事事業廃止届書　様式第58 ２部

【高圧ガス販売事業関係】

　○高圧ガス販売事業廃止届書　液石則様式第25 ４部

　○高圧ガス販売主任者届書　液石則様式第34 ２部

 注）保安機関関係、設備工事事業関係、高圧ガス販売事業関係については、該当する場合に提出

販売所を廃止する場合
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********** 事前に提出する書類 **********

【保安機関関係】

　○保安業務規定変更認可申請書　様式第18 ２部
　　　・保安業務規定（本文に変更のある場合は変更前・変更後）
　　　・保安業務計画書（変更前・変更後）
　　　・保安業務規定新旧対照表（本文に変更のある場合）

********** 事後に提出する書類 **********

【販売事業関係】

　○販売所等変更届書　様式第5 ３部

【保安機関関係】

　○保安機関変更届書　様式第20 ２部
　　　・保安業務計画書（変更前・変更後）

【設備工事事業関係】

　○特定液化石油ガス設備工事事業変更届書　様式第57 ２部

【高圧ガス販売事業関係】

　○事務所所在地・代表者等変更届書　県様式 ２部

 注）保安機関関係、設備工事事業関係、高圧ガス販売事業関係については、該当する場合に提出

販売所の名称を変更する場合
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********** 事前に提出する書類 **********

【保安機関関係】

　○保安業務規程変更認可申請書　様式第18 ２部
　　　・保安業務規程
　　　・保安業務計画書（変更前・変更後）

【高圧ガス販売事業関係】

　○高圧ガス販売事業届書　液石則様式第21 ４部
　　　・販売する高圧ガスの種類
　　　・販売の目的
　　　・法20条の6第1項（液石則第41条）に規定された技術上の基準に関する対応
　　　・販売先の保安確保に係る台帳の様式
　　　・容器授受記録簿の様式

　○高圧ガス販売主任者届書　液石則様式第34 ２部
　　　・販売主任者の免状［写］

********** 事後に提出する書類 **********

【販売事業関係】

　○販売所等変更届書　様式第5 ３部
　　　・貯蔵施設明細書
　　　・貯蔵施設位置図（販売所との位置関係を図示）
　　　・貯蔵施設周辺状況図（保安物件との実測距離を記載）
　　　・貯蔵施設構造図
　　　・販売所の名称・所在地・位置図（変更前・変更後）
　　　・損害賠償保険加入証［写］

【保安機関関係】

　○保安機関変更届書　様式第20 ２部
　　　・保安業務計画書（変更前・変更後）
　　　・緊急時対応範囲図（変更前・変更後、半径20kmの円及び30分以内で到達する範囲を図示）

【設備工事事業関係】

　○特定液化石油ガス設備工事事業変更届書　様式第57 ２部

【高圧ガス販売事業関係】

　○高圧ガス販売主任者届書　液石則様式第34 ２部
　　　・販売主任者の免状［写］

　○高圧ガス販売事業廃止届書　液石則様式第25 ４部

 注）保安機関関係、設備工事事業関係、高圧ガス販売事業関係については、該当する場合に提出
 注）販売所等変更届書は、貯蔵施設の位置・構造の変更であって販売所を新設する場合に限り４部提出

販売所の所在地を変更（移転）する場合
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【販売事業関係】

　○販売所等変更届書　様式第5 ３部
　　　・貯蔵施設明細書
　　　・貯蔵施設位置図（変更前・変更後、販売所との位置関係を図示）
　　　・貯蔵施設周辺状況図（保安物件との実測距離を記載）
　　　・貯蔵施設構造図
　　　・貯蔵施設の写真

 

貯蔵施設の位置を変更した場合
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【販売事業関係】

　○販売所等変更届書　様式第5 ３部
　　　・貯蔵施設明細書
　　　・貯蔵施設位置図（販売所との位置関係を図示）
　　　・貯蔵施設周辺状況図（保安物件との実測距離を記載）
　　　・貯蔵施設構造図（変更前･変更後）
　　　・貯蔵施設の写真

 

貯蔵施設の構造を変更した場合
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【販売事業関係】

　○販売所等変更届書　様式第5 ３部
　　　・保安業務委託先一覧表（変更前・変更後、保安業務区分毎に委託先保安機関事業所を記載）

 注）複数の販売所で変更のある場合は、販売所毎に提出

緊急時対応・連絡を含む保安業務の委託先を変更（委託先の追加・解除等）した場合
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【販売事業関係】

　○販売所等変更届書　様式第5 ２部
　　　・保安業務委託先一覧表（変更前・変更後、保安業務区分毎に委託先保安機関事業所を記載）

 注）複数の販売所で変更のある場合は、販売所毎に提出

緊急時対応・連絡以外の保安業務の委託先を変更（委託先の追加・解除等）した場合
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【販売事業関係】

　○販売所等変更届書　様式第5 ２部
　　　・損害賠償保険加入証［写］

 

損害賠償保険の契約を変更した場合
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********** 事前に提出する書類 **********

【保安機関関係】

　○保安業務規定変更認可申請書　様式第18 ２部
　　　・保安業務規定（本文に変更のある場合は変更前・変更後）
　　　・保安業務計画書（変更前・変更後）
　　　・保安業務規定新旧対照表（本文に変更のある場合）

********** 事後に提出する書類 **********

【販売事業関係】

　○販売所等変更届書　様式第5 ２部
　　　・販売所の名称・所在地・位置図
　　　・損害賠償保険加入証［写］
　　　・登記事項証明書
　　　・誓約書(法4条関係）

【保安機関関係】

　○保安機関変更届書　様式第20 ２部
　　　・登記事項証明書［写］

【設備工事事業関係】

　○特定液化石油ガス設備工事事業変更届書　様式第57 ２部
　　　・登記事項証明書［写］

【高圧ガス販売事業関係】

　○事務所所在地・代表者等変更届書　県様式 ２部
　　　・登記事項証明書［写］

 

法人の名称を変更する場合
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********** 事前に提出する書類 **********

【保安機関関係】

　○保安業務規定変更認可申請書　様式第18 ２部
　　　・保安業務規定（本文に変更のある場合は変更前・変更後）
　　　・保安業務計画書（変更前・変更後）
　　　・保安業務規定新旧対照表（本文に変更のある場合）

********** 事後に提出する書類 **********

【販売事業関係】

　○販売所等変更届書　様式第5 ２部
　　　・損害賠償保険加入証［写］
　　　・登記事項証明書

【保安機関関係】

　○保安機関変更届書　様式第20 ２部
　　　・登記事項証明書［写］

【設備工事事業関係】

　○特定液化石油ガス設備工事事業変更届書　様式第57 ２部
　　　・登記事項証明書［写］

【高圧ガス販売事業関係】

　○事務所所在地・代表者等変更届書　県様式 ２部
　　　・登記事項証明書［写］

 

法人の住所を変更する場合
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【販売事業関係】

　○販売所等変更届書　様式第5 ２部
　　　・損害賠償保険加入証［写］
　　　・登記事項証明書
　　　・誓約書(法4条関係）

【保安機関関係】

　○保安機関変更届書　様式第20 ２部
　　　・登記事項証明書［写］
　　　・誓約書(法30条関係）

【設備工事事業関係】

　○特定液化石油ガス設備工事事業変更届書　様式第57 ２部
　　　・登記事項証明書［写］

【高圧ガス販売事業関係】

　○事務所所在地・代表者等変更届書　県様式 ２部
　　　・登記事項証明書［写］

 

法人の代表者を変更した場合
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********** 事前に提出する書類 **********

【保安機関関係】

　○保安業務規定変更認可申請書　様式第18 ２部
　　　・事業所一覧表（既存事業所と譲り受けた事業所が判ること）
　　　・保安業務規定（本文に変更のある場合は変更前・変更後）
　　　・保安業務計画書（変更前・変更後）

********** 事後に提出する書類 **********

【販売事業関係】

　○液化石油ガス販売事業承継届書（甲）　様式第6 ２部
　　　・液化石油ガス販売事業者譲渡証明書 様式第7の2
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）
　　　・役員名簿及び構成員名簿
　　　・登記事項証明書
　　　・誓約書(法4条関係）

　○業務主任者等選任（解任）届書　様式第10 ２部
　　　・業務主任者又は業務主任者の代理者の免状［写］

【保安機関関係】

　○保安機関承継届書（甲）　様式第21 ２部
　　　・保安機関事業譲渡証明書 様式第22の2
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）
　　　・保安業務計画書
　　　・保安業務従事者の一覧表（免状番号､緊急時対応者等記載）及び免状[写]（講習受講履歴含）
　　　・緊急時対応範囲図（半径20kmの円及び30分以内で到達する範囲を図示）
　　　・登記事項証明書［写］
　　　・誓約書(法30条関係）

【設備工事事業関係】

　○特定液化石油ガス設備工事事業開始届書　様式第56 ２部
　　　・液化石油ガス設備士名簿
　　　・自記圧力計の数量及び型式等
　　　・液化石油ガス設備士免状［写］（講習受講履歴含）
　　　・登記事項証明書［写］

【高圧ガス販売事業関係】

　○高圧ガス販売事業承継届書　液石則様式第21の2 ２部
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）
　　　・登記事項証明書［写］

　○高圧ガス販売主任者届書　液石則様式第34 ２部
　　　・販売主任者の免状［写］

 注）譲渡した事業者は別途、特定液化石油ガス設備工事事業廃止届書を提出する必要があります

法人（保安機関認定済）が事業の全部を譲り受けて販売事業者・保安機関等の地位を承継した場合
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********** 事前に提出する書類 **********

【保安機関関係】

　○保安業務規定認可申請書　様式第17 ２部
　　　・事業所一覧表（既存事業所と譲り受けた事業所が判ること）
　　　・保安業務規定
　　　・保安業務計画書

********** 事後に提出する書類 **********

【販売事業関係】

　○液化石油ガス販売事業承継届書（甲）　様式第6 ２部
　　　・液化石油ガス販売事業者譲渡証明書 様式第7の2
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）
　　　・役員名簿及び構成員名簿
　　　・登記事項証明書
　　　・誓約書(法4条関係）

　○業務主任者等選任（解任）届書　様式第10 ２部
　　　・業務主任者又は業務主任者の代理者の免状［写］

【保安機関関係】

　○保安機関承継届書（甲）　様式第21 ２部
　　　・保安機関事業譲渡証明書 様式第22の2
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）
　　　・保安業務計画書
　　　・保安業務従事者の一覧表（免状番号､緊急時対応者等記載）及び免状[写]（講習受講履歴含）
　　　・緊急時対応範囲図（半径20kmの円及び30分以内で到達する範囲を図示）
　　　・役員名簿及び構成員名簿
　　　・保安業務以外の業務
　　　・定款（原本と相違ない旨と日付を記載し代表者印を押印したもの）
　　　・登記事項証明書［写］
　　　・誓約書(法30条関係）

【設備工事事業関係】

　○特定液化石油ガス設備工事事業開始届書　様式第56 ２部
　　　・液化石油ガス設備士名簿
　　　・自記圧力計の数量及び型式等
　　　・液化石油ガス設備士免状［写］（講習受講履歴含）
　　　・登記事項証明書［写］

【高圧ガス販売事業関係】

　○高圧ガス販売事業承継届書　液石則様式第21の2 ２部
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）
　　　・登記事項証明書［写］

　○高圧ガス販売主任者届書　液石則様式第34 ２部
　　　・販売主任者の免状［写］

 注）譲渡した事業者は別途、特定液化石油ガス設備工事事業廃止届書を提出する必要があります

法人（保安機関未認定）が事業の全部を譲り受けて販売事業者・保安機関等の地位を承継した場合
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【販売事業関係】

　○液化石油ガス販売事業承継届書（甲）　様式第6 ２部
　　　・液化石油ガス販売事業者譲渡証明書 様式第7の2
　　　・液化石油ガス販売事業者相続同意証明書 様式第8 ※二以上の相続人がいる場合
　　　・液化石油ガス販売事業者相続証明書 様式第9 ※相続人が一（他に相続人がいない）の場合
　　　・損害賠償保険加入証［写］
　　　・相続人の戸籍謄本
　　　・誓約書(法4条関係）

　○業務主任者等選任（解任）届書　様式第10 ２部
　　　・業務主任者又は業務主任者の代理者の免状［写］

【保安機関関係】

　○保安機関承継届書（甲）　様式第21 ２部
　　　・保安機関事業譲渡証明書 様式第22の2
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）
　　　・保安業務計画書
　　　・保安業務従事者の一覧表（免状番号､緊急時対応者等記載）及び免状[写]（講習受講履歴含）
　　　・緊急時対応範囲図（半径20kmの円及び30分以内で到達する範囲を図示）
　　　・誓約書(法30条関係）

　○保安業務規定認可申請書　様式第17 ２部
　　　・保安業務規定
　　　・保安業務計画書

【設備工事事業関係】

　○特定液化石油ガス設備工事事業開始届書　様式第56 ２部
　　　・液化石油ガス設備士名簿
　　　・自記圧力計の数量及び型式等
　　　・液化石油ガス設備士免状［写］（講習受講履歴含）

【高圧ガス販売事業関係】

　○高圧ガス販売事業承継届書　液石則様式第21の2 ２部
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）
　　　・相続証明書又は相続同意証明書 ※様式任意 液石法様式第8又は第9を参考に作成

　○高圧ガス販売主任者届書　液石則様式第34 ２部
　　　・販売主任者の免状［写］

 注）別途、旧事業者名で特定液化石油ガス設備工事事業廃止届書を提出する必要があります

個人が相続により承継した場合
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【販売事業関係】

　○液化石油ガス販売事業承継届書（甲）　様式第6 ２部
　　　・液化石油ガス販売事業者譲渡証明書 様式第7の2
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）
　　　・損害賠償保険加入証［写］
　　　・誓約書(法4条関係）

　○業務主任者等選任（解任）届書　様式第10 ２部
　　　・業務主任者又は業務主任者の代理者の免状［写］

【保安機関関係】

　○保安機関承継届書（甲）　様式第21 ２部
　　　・保安機関事業譲渡証明書 様式第22の2
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）
　　　・保安業務計画書
　　　・保安業務従事者の一覧表（免状番号､緊急時対応者等記載）及び免状[写]（講習受講履歴含）
　　　・緊急時対応範囲図（半径20kmの円及び30分以内で到達する範囲を図示）
　　　・保安業務以外の業務
　　　・登記事項証明書［写］
　　　・誓約書(法30条関係）

　○保安業務規定認可申請書　様式第17 ２部
　　　・保安業務規定
　　　・保安業務計画書

【設備工事事業関係】

　○特定液化石油ガス設備工事事業開始届書　様式第56 ２部
　　　・液化石油ガス設備士名簿
　　　・自記圧力計の数量及び型式等
　　　・液化石油ガス設備士免状［写］（講習受講履歴含）

【高圧ガス販売事業関係】

　○高圧ガス販売事業承継届書　液石則様式第21の2 ２部
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）

　○高圧ガス販売主任者届書　液石則様式第34 ２部
　　　・販売主任者の免状［写］

 注）譲渡した事業者は別途、特定液化石油ガス設備工事事業廃止届書を提出する必要があります

個人が事業の全部を譲り受けて販売事業者・保安機関等の地位を承継した場合
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【販売事業関係】

　○液化石油ガス販売事業承継届書（甲）　様式第6 ２部
　　　・液化石油ガス販売事業者譲渡証明書 様式第7の2
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）
　　　・損害賠償保険加入証［写］
　　　・役員名簿及び構成員名簿
　　　・定款（原本と相違ない旨と日付を記載し代表者印を押印したもの）
　　　・登記事項証明書
　　　・誓約書(法4条関係）

　○業務主任者等選任（解任）届書　様式第10 ２部
　　　・業務主任者又は業務主任者の代理者の免状［写］

【保安機関関係】

　○保安機関承継届書（甲）　様式第21 ２部
　　　・保安機関事業譲渡証明書 様式第22の2
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）
　　　・損害賠償保険加入証［写］
　　　・保安業務計画書
　　　・保安業務従事者の一覧表（免状番号､緊急時対応者等記載）及び免状[写]（講習受講履歴含）
　　　・緊急時対応範囲図（半径20kmの円及び30分以内で到達する範囲を図示）
　　　・役員名簿及び構成員名簿
　　　・保安業務以外の業務
　　　・定款（原本と相違ない旨と日付を記載し代表者印を押印したもの）
　　　・登記事項証明書［写］
　　　・誓約書(法30条関係）

　○保安業務規定認可申請書　様式第17 ２部
　　　・保安業務規定
　　　・保安業務計画書

【設備工事事業関係】

　○特定液化石油ガス設備工事事業開始届書　様式第56 ２部
　　　・液化石油ガス設備士名簿
　　　・自記圧力計の数量及び型式等
　　　・液化石油ガス設備士免状［写］（講習受講履歴含）
　　　・登記事項証明書［写］

【高圧ガス販売事業関係】

　○高圧ガス販売事業承継届書　液石則様式第21の2 ２部
　　　・液化石油ガスに係る事業全部の譲渡を証明する書面（譲渡明細書）
　　　・登記事項証明書［写］

　○高圧ガス販売主任者届書　液石則様式第34 ２部
　　　・販売主任者の免状［写］

 注）譲渡した個人事業者は別途、特定液化石油ガス設備工事事業廃止届書を提出する必要があります

個人事業者が法人に事業譲渡する方法で法人化する場合
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【販売事業関係】

　○液化石油ガス販売事業者登録簿謄本交付（閲覧）請求書　様式第2 ２部

 注）登録簿謄本交付申請手数料（630円）の証紙納付が必要となります。

販売事業者登録簿謄本の交付を請求する場合
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********** 事前に提出する書類 **********

【保安機関関係】

　○保安業務規定変更認可申請書　様式第18 ２部
　　　・保安業務規定（本文に変更のある場合は変更前・変更後）
　　　・保安業務計画書
　　　・保安業務規定新旧対照表（本文に変更のある場合）

　○一般消費者等の数の増加認可申請書　様式第15 ２部
　　　・損害賠償保険加入証［写］
　　　・保安業務計画書
　　　・保安業務従事者及び保安業務用機器の必要数量の算定表
　　　・保安業務従事者の一覧表（免状番号､緊急時対応者等記載）及び免状[写]（講習受講履歴含）
　　　・保安業務用機器の写真（機器の種類毎に数量が判る写真）
　　　・緊急時対応範囲図（半径20kmの円及び30分以内で到達する範囲を図示）
　　　・業務区分毎・事業所毎の一般消費者等の数の内訳表（変更前・変更後）

 注）一般消費者等の数の増加認可申請手数料20,000＋(6,900×区分数) 円の証紙納付が必要となります

認定を受けた一般消費者等の数を超えて保安業務を行おうとする場合
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【販売事業関係】

　○液化石油ガス販売事業廃止届書　様式第11 ４部

【保安機関関係】

　○保安業務廃止届書　様式第25 ２部

【設備工事事業関係】

　○特定液化石油ガス設備工事事業廃止届書　様式第58 ２部

【高圧ガス販売事業関係】

　○高圧ガス販売事業廃止届書　液石則様式第25 ４部

 注）保安機関関係、設備工事事業関係、高圧ガス販売事業関係については、該当する場合に提出

廃業（すべての販売所を廃止）する場合


